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1.  平成24年11月期の連結業績（平成23年12月1日～平成24年11月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年11月期 9,613 4.6 294 ― 344 ― △1,280 ―
23年11月期 9,190 △30.2 △1,242 ― △1,154 ― △1,609 ―
（注）包括利益 24年11月期 △1,280百万円 （―％） 23年11月期 △1,609百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年11月期 △44.25 ― △33.4 5.4 3.1
23年11月期 △55.64 ― △36.0 △17.4 △13.5
（参考） 持分法投資損益 24年11月期  ―百万円 23年11月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年11月期 6,071 3,197 52.7 110.50
23年11月期 6,642 4,477 67.4 154.75
（参考） 自己資本   24年11月期  3,197百万円 23年11月期  4,477百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年11月期 578 △31 △72 2,476
23年11月期 △1,231 △337 △87 2,002

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
24年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
25年11月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年11月期の連結業績予想（平成24年12月 1日～平成25年11月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,600 △5.8 △450 ― △430 ― △470 ― △16.24
通期 9,800 1.9 △690 ― △660 ― △720 ― △24.88



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年11月期 28,952,000 株 23年11月期 28,952,000 株
② 期末自己株式数 24年11月期 17,725 株 23年11月期 17,725 株
③ 期中平均株式数 24年11月期 28,934,275 株 23年11月期 28,935,269 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年11月期の個別業績（平成23年12月1日～平成24年11月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年11月期 9,283 4.2 278 ― 330 ― △1,281 ―
23年11月期 8,905 △31.6 △1,350 ― △1,253 ― △1,711 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年11月期 △44.30 ―
23年11月期 △59.15 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年11月期 5,870 3,133 53.4 108.29
23年11月期 6,521 4,415 67.7 152.60
（参考） 自己資本 24年11月期  3,133百万円 23年11月期  4,415百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続を実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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(1) 経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績  

当期における我が国経済は、東日本大震災の復興需要により一部回復の兆しが見られたものの、世界経済の減速、長

引くデフレーションや円高傾向を受けて、企業収益や個人消費は停滞しました。 

当社は、依然厳しい事業環境のなかで、重要施策である高付加価値デニム商品の販売に注力するとともに店舗環境の

整備を行いました。また、重要課題である在庫コントロールにつきましては、年間を通じて社内在庫の削減を行うと同

時に市場在庫につきましても適正化を図りました。 

 このような事業施策のもと売上高は、96億13百万円（前期比4.6%増）となりました。コア商品である高収益のボトム

スの販売比率が高まったこと、商品調達で円高メリットを享受したことなどの理由により売上総利益率は前期の45.2%

から55.0%と大幅に改善し、売上総利益は11億32百万円増加の52億90百万円（前期比27.2%増）となりました。 

また、販売費及び一般管理費は、組織合理化による人件費の削減、減価償却費の減少などにより６億89百万円減少の

48億85百万円（前期比12.4%減）となりました。この結果、営業利益は２億94百万円（前期は、12億42百万円の営業損失

であったため15億37百万円の改善）、経常利益は３億44百万円（前期は、11億54百万円の経常損失であったため14億99

百万円の改善）となりました。 

最終損益につきましては、第３四半期に特別損失項目として、将来の物流業務の効率化及び物流コストの削減を目的

として現在の平塚配送センターから外部倉庫への移転を決定し、有形固定資産につき減損損失を15億62百万円計上した

ため、税金等調整前当期純損失、当期純損失はそれぞれ、12億47百万円（前期は、15億44百万円であったため２億96百

万円の改善）、12億80百万円（前期は、16億９百万円であったため３億29百万円の改善）となりました。 

    

 ②次期の見通し 

 次期の通期予測につきましては、売上高は当年度比1.9%増の98億円を見込んでいます。本年度まで免除されていた親

会社へ支払うべきロイヤリティが解除となること及び不透明な為替の仕入コストへの影響を勘案して営業損益及び経常

損益は、690百万円の営業損失、660百万円の経常損失となり、当期純損失は720百万円程度を見込んでいます。  

１．経営成績・財政状態に関する分析

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱　（9836）　平成24年11月期　決算短信（連結）

2



 (2) 財政状態に関する分析 

 ①資産、負債および純資産の状況 

（資産） 

  当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて５億70百万円減少し、60億71百万円となり

ました。これは、主に現金及び預金が４億73百万円、売掛金が３億87百万円と未収入金が３億８百万円増加し

ましたが、減損損失の計上等により固定資産が16億81百万円減少したことによるものです。 

 （負債） 

 当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて７億９百万円増加し、28億74百万円となりまし

た。これは、主に買掛金が６億25百万円増加したことによるものです。 

 （純資産） 

  当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて12億80百万円減少し、31億97百万円となりまし

た。これは、主に当期純損失により利益剰余金が減少したことによるものです。  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて４億73

百万円増加し、24億76百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、減損損失15億62百万円が発生し、税金等調整前当期純損失12億47百万円

となりましたが、仕入債務６億25百万円の増加等による収入、売上債権３億87百万円ならびに未収入金２億81百万

円の増加等による支出があったため５億78百万円（前年同期は12億31百万円の支出）の資金の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、アウトレット木更津店オープン等に伴う有形固定資産の取得による支出

24百万円ならびに預り保証金の返還による支出13百万円等により31百万円の資金の支出（前年同期比３億６百万円

の支出の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス・リース債務の返済72百万円等により72百万円の資金の支

出（前年同期比14百万円の支出の減少）となりました。 

  

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

  常に業績向上を目指し、会社が将来必要とする内部留保を正しく評価留保したのち、キャッシュ・フローの許容

できる範囲内の利益を配当として株主に還元することを基本方針としています。内部留保については、設備投資

等、経営基盤の安定とその拡大に対応した利用を図っていきます。 

 なお、当連結会計年度の剰余金の配当につきましては、会社法に規定する配当可能利益がございませんので当初

の予測どおり無配とさせて頂きます。 

 また、次期も会社法に規定する配当可能利益がないことが予測されますので、引き続き配当は予定しておりませ

ん。 

  

 (4) 事業等のリスク 

  当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は、以下のようなものがあります。なお、当社

はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避または発生した場合の対応に努める所存です。 

なお、文中の将来に関する事項は、平成24年11月期決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。

  ①当社の製品は、主としてアジア地区にある協力工場により生産しております。同地区で発生した自然災害等

により、これら製品の一部の納期が大幅に遅れたり、状況によっては納品がキャンセルされ、売上に影響をもたら

す可能性があります。 

  ②市場の需要を的確に予測し、適正在庫管理を行い店頭には消費者が望む商品がある状況が必要ですが、季節

要因や急激なファッションの動向の変化により在庫不足または過剰在庫が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  ③業務の効率化および健全化を図るため、返品およびその他売上調整金の大幅な軽減を推進しておりますが、

その過程において全体の取引量が減額する可能性があります。 

  ④商品作りにおいて消費者を充分満足できない状況並びにそれをサポ－トすべきマ－ケティング活動がうまく

機能しない場合、売上高と利益に影響を与えます。  
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〔事業系統図〕 

 
  

２．企業集団の状況
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(1) 会社の経営の基本方針 

   リーバイスブランドの伝統を重視しつつ、高品質かつ革新的なジーンズを主力とした魅力的なカジュアルアパレ

ル商品を市場に提供するとともに、お客様により良いサービスとショッピング環境を整え顧客満足度の向上に努め

てまいります。 

・  ジーンズカジュアル市場において、リーバイスはデニムのオリジンとしてオーセンティックで付加価値の高い

商品を提供していきます。これによって、同市場でのマーケットリーダー、またプレミアムブランドとしての位

置を確保・維持向上するよう努めます。 

・  ブランドの価値を最大限高めるための、適切なマーケティング活動を実践します。消費者のブランド好意度に

ついては、常にトップブランドとしてのポジションを確保し、その矜持を維持していきます。 

・  リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーのグローバルネットワークを、商品の企画、生産に活用しデニム

のリーディングブランドとして業界をリードしていきます。世界各地域の関係会社との技術交換、情報交換及び

商品の共同開発を推進します。 

・  生産・加工を委託するビジネスパートナーに対して、労働条件、環境保護などに関して厳格な契約条件を設定

することによって、グローバル企業としての行動基準を明確にし、それを遵守していきます。 

・ 良き企業市民であることを目指し、法令の遵守はもとより社会貢献活動に力を注いでいきます。 

・  会社の重大な資産である「人材」については、目標及び責任を明確にした人事評価を基に、効果的な社内教育

の実施及び組織の構築を図ります。 

・  リーバイスブランドの最新情報を発信し消費者とブランドのコミュニケーションの場であるリーバイスストア

の拡大にも努力いたします。  

   

(2) 目標とする経営指標 

 目標とする経営指標としては、売上高営業利益率と営業キャッシュ・フローを重視します。本物の良さのわかる付

加価値の高い商品の開発・販売及び在庫水準の適正化のためのコントロール、販売費一般管理費の厳格な管理を継続

的に推進し、十分な売上高営業利益率を確保していきます。 

  

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

  中長期的な経営戦略としては、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーが持つグローバルな情報力及び企画

力を利用し、常に革新的な商品を市場に送り出し、各世代の幅広い消費者層の支持を確保しつつ、リーバイスブラ

ンドの価値を向上させていきます。そのため、商品開発力の更なる強化を実施し、ビジネスの基盤であるメンズボ

トムスに加えて、レディースボトムス及びメンズ、レディーストップスの商品を強化することによって、リーバイ

スブランドでのトータルコーディネーションを可能としていきます。 

 「リーバイスストア」を含む小売店頭でのプレゼンテーションの改善にも、継続的に取り組んでいき、「リーバイ

スストア」の新規展開を継続していきます。 

  また、常に市場在庫の適正化を実現できるように消費者への販売動向を意識して販売市場に最善な提案をしてい

きます。 

  商品の生産についても、サプライチェーンの更なる改善を図り、新商品のより迅速な消費者への提供を目指しま

す。同時に、生産資材調達の合理化や生産効率の向上によって、より高い利益率を確保します。 

  会社の重要な資産である人材については、引き続き市場の変化や要求に迅速に対応できるための能力の習得をサ

ポートし、適材適所への人員配置を通じて、組織の強化と強固なチームワークの構築に取組みます。最適な規模で

効率的な事業運営が行なえるように適正規模の組織編制、人的資源により経費を徹底的に節減いたします。 

  こうした様々な施策を通して、継続的な収益性のある成長及びキャッシュ・フローを重視していきます。 

  

(4) 会社の対処すべき課題 

 短期的には、業績の回復基調の定着化と成長路線への転換をいかに早く確実に実現するかが課題です。なお、現

在の不透明な経済状況の中で、コアビジネスであるメンズボトムスのマーケットシェアの維持・拡大を最優先課題

としてきました。これに加え、大きなポテンシャルを秘めているメンズトップス及びレディースビジネスの売上を

伸長させるために、市場の変化により早く対応できる商品開発が必須になります。また、新規カテゴリーの開拓、

それに伴う商品の需要予測の精度向上、在庫管理の最適化を図る必要があります。主要取引先との業務提携の強化

並びに投資を含めて、今後の重要課題として引き続き対処していきます。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  2,302 ※1  2,776

売掛金 674 1,061

商品及び製品 1,213 1,231

原材料及び貯蔵品 0 －

前払費用 40 35

未収還付法人税等 15 －

未収消費税等 18 －

未収入金 50 359

繰延税金資産 1 2

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 4,319 5,465

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,699 539

減価償却累計額 △1,588 △324

建物（純額） 1,111 215

機械及び装置 408 8

減価償却累計額 △384 △8

機械及び装置（純額） 23 0

車両運搬具 16 －

減価償却累計額 △16 －

車両運搬具（純額） 0 －

工具、器具及び備品 404 192

減価償却累計額 △277 △148

工具、器具及び備品（純額） 126 44

土地 809 131

リース資産 3 3

減価償却累計額 △0 △1

リース資産（純額） 2 1

有形固定資産合計 2,073 392

無形固定資産   

電話加入権 12 12

ソフトウエア 3 2

無形固定資産合計 15 14

投資その他の資産   

敷金及び保証金 233 197

繰延税金資産 0 1

投資その他の資産合計 234 198

固定資産合計 2,323 605

資産合計 6,642 6,071
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 780 1,405

未払金 332 354

未払費用 226 227

リース債務 74 39

未払法人税等 42 64

未払消費税等 － 37

預り金 91 78

返品調整引当金 223 334

繰延税金負債 － 4

資産除去債務 1 －

流動負債合計 1,772 2,547

固定負債   

リース債務 38 0

退職給付引当金 165 170

役員退職慰労引当金 23 －

繰延税金負債 21 11

資産除去債務 142 145

固定負債合計 391 326

負債合計 2,164 2,874

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金 1,541 1,541

資本剰余金合計 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △3,560 △4,840

利益剰余金合計 △2,256 △3,537

自己株式 △20 △20

株主資本合計 4,477 3,197

純資産合計 4,477 3,197

負債純資産合計 6,642 6,071
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

売上高 9,190 9,613

売上原価   

製品売上原価 ※1  4,906 ※1  4,323

支払ロイヤリティ 127 －

売上原価合計 5,033 4,323

売上総利益 4,157 5,290

返品調整引当金繰入額 △174 110

差引売上総利益 4,331 5,179

販売費及び一般管理費 ※2  5,574 ※2  4,885

営業利益又は営業損失（△） △1,242 294

営業外収益   

受取利息 0 0

為替差益 36 －

受取手数料 44 64

雑収入 6 4

営業外収益合計 88 69

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 － 18

営業外費用合計 0 19

経常利益又は経常損失（△） △1,154 344

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 ※3  16 ※3  0

特別退職金 185 30

減損損失 － ※5  1,562

災害による損失 ※4  4 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 184 －

特別損失合計 390 1,592

税金等調整前当期純損失（△） △1,544 △1,247

法人税、住民税及び事業税 32 40

過年度法人税等 12 －

法人税等調整額 19 △7

法人税等合計 65 32

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,609 △1,280

少数株主損失（△） － －

当期純損失（△） △1,609 △1,280
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,609 △1,280

包括利益 △1,609 △1,280

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △1,609 △1,280
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,213 5,213

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,213 5,213

資本剰余金   

当期首残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

利益剰余金   

当期首残高 △646 △2,256

当期変動額   

当期純損失（△） △1,609 △1,280

当期変動額合計 △1,609 △1,280

当期末残高 △2,256 △3,537

自己株式   

当期首残高 △20 △20

当期変動額   

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △20 △20

株主資本合計   

当期首残高 6,087 4,477

当期変動額   

当期純損失（△） △1,609 △1,280

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △1,610 △1,280

当期末残高 4,477 3,197

純資産合計   

当期首残高 6,087 4,477

当期変動額   

当期純損失（△） △1,609 △1,280

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △1,610 △1,280

当期末残高 4,477 3,197
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,544 △1,247

減価償却費 284 142

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 184 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △32 4

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

返品調整引当金の増減額（△は減少） △174 110

受取利息 △0 △0

支払利息 0 0

為替差損益（△は益） △36 18

雑収入 △51 △4

有形固定資産除売却損益（△は益） 9 0

無形固定資産除売却損益（△は益） 7 －

減損損失 － 1,562

特別退職金 185 30

売上債権の増減額（△は増加） 915 △387

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,180 △17

未収入金の増減額（△は増加） － △281

仕入債務の増減額（△は減少） △1,403 625

未払費用の増減額（△は減少） △258 1

未払金の増減額（△は減少） △522 16

未収消費税等の増減額（△は増加） 260 18

未払消費税等の増減額（△は減少） － 37

その他 8 10

小計 △989 618

利息の受取額 0 0

利息の支払額 △0 △0

特別退職金の支払額 △183 △24

法人税等の支払額 △58 △32

法人税等の還付額 － 16

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,231 578

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △78 △24

敷金の差入による支出 △83 △0

敷金の回収による収入 249 8

預り保証金の返還による支出 － △13

預り保証金の受入による収入 － 1

定期預金の預入による支出 △300 －

その他 △126 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △337 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △86 △72

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △87 △72

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,657 473

現金及び現金同等物の期首残高 3,660 2,002

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,002 ※1  2,476
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  該当事項はありません。 

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 １社  

連結子会社の名称 

ＬＶＣ ＪＰ株式会社  

２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

 商品及び製品、原材料及び貯蔵品は、先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)により評価しております。     

(２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法によっています。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

  建物        ３年～38年 

  工具、器具及び備品 ２年～20年 

     また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。  

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェア 

   社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(３）重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。  

②  返品調整引当金 

 返品による損失に備えるため、従来の返品発生比率並びに季節商品販売の特性等を勘案し、当連結会

計年度の売上高に見込まれる返品額に対する販売利益の見積額を計上しております。   

③  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。なお、数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

⑤ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計期間年度負担額を計上して

おります。 

なお、金額の重要性を考慮し未払費用に含めて計上しております。 

(４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権・債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益として

処理しております。  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(５）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

(６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。   

  

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

追加情報
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※１ 担保に供している資産 

 上記現金及び預金は、輸入貨物取引に関連して生じる関税、消費税並びに地方消費税の延納保証の担保に供しておりま

す。  

  

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額 

  

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

  

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

  

※４  災害による損失は平成23年３月11日に発生した東日本大震災による損失を計上しております。その内訳

は次の通りであります。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年11月30日） 
当連結会計年度 

（平成24年11月30日） 

現金及び預金 百万円 300 百万円 300

計  300  300

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

売上原価 百万円 △151   百万円 △101

  
前連結会計年度 

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

(1）給与・手当 百万円 2,009 百万円 1,732

(2）臨時社員給与  166  140

(3）退職給付費用  62  58

(4）広告宣伝費  488  539

(5）減価償却費  280  142

(6）家賃及び賃借料  681  642

(7）支払手数料  910  750

(8）貸倒引当金繰入額  -  0

前連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

建物 百万円 4   百万円 0

車両運搬具  -    0

器具備品  4    0

ソフトウェア  7    -

計  16    0

前連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

災害復旧費用 百万円 4   百万円 -

計  4    -
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     ※５ 減損損失 

 当社グループは、以下のとおり減損損失を計上いたしました。 

（１）減損損失を認識した資産  

土地、建物等平塚配送センター所在の有形固定資産 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

当該配送センターの外部倉庫への移転決定に基づき、関連資産の回収可能性が著しく低下したと判断

して減損損失を認識いたしました。 

（３）減損損失の金額  

（４）資産のグルーピングの方法 

内部管理上採用しているキャッシュ・フローを生成する事業区分を基礎として資産のグルーピングを

行っております。 

（５）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、売却予定価額を基に算定しております。   

土地 百万円677

建物 百万円804

その他資産 百万円80

計 百万円1,562
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 前連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額等 

  該当事項はありません。 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。  

  

 当連結会計年度（自 平成23年12月１日 至 平成24年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

  

 2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額等 

  該当事項はありません。 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,952,000  －  －  28,952,000

合計  28,952,000  －  －  28,952,000

自己株式         

普通株式  15,435  2,290  －  17,725

合計  15,435  2,290  －  17,725

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,952,000  －  －  28,952,000

合計  28,952,000  －  －  28,952,000

自己株式         

普通株式  17,725  －  －  17,725

合計  17,725  －  －  17,725
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※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

        主として、コピー機（工具、器具及び備品）であります。 

（イ）無形固定資産 

 ソフトウエアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。  

  

決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（平成23年11月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成24年11月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成23年12月１日 至 平成24年11月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 2,302 百万円 2,776

預入期間が３か月を超える定期預金  △300  △300

現金及び現金同等物  2,002  2,476

（リース取引関係）

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

   

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2）割引率 

  

(3）期待運用収益率 

  

(4）数理計算上の差異の処理年数 

５年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。）  

（退職給付関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年11月30日） 
当連結会計年度 

（平成24年11月30日） 

(1） 退職給付債務（百万円）  △564  △574

(2） 年金資産（百万円）  416  460

(3） 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2)  △148  △113

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円）  △17  △56

(5） 連結貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4) 
 △165  △170

(6） 退職給付引当金（百万円）  △165  △170

  
前連結会計年度 

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

退職給付費用（百万円） 

(1)＋(2)＋(3)＋(4) 
 71  71

(1）勤務費用（百万円）  71  59

(2）利息費用（百万円）  9  8

(3）期待運用収益（百万円）  △8  △7

(4）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
 △1  10

前連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

％ 1.5 ％ 1.25

前連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

％ 1.7 ％ 1.7
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該当事項はありません。 

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する

連結会計年度から法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から38.0％、復興特別法人税適用期間終了後は35.6％に変更さ

れます。 

 この税率変更による影響額は軽微であります。  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年11月30日） 
 

当連結会計年度 
（平成24年11月30日） 

繰延税金資産       

たな卸資産評価損 百万円101   百万円52

ソフトウェア  28    19

広告宣伝費用  34    46

未払賞与  34    33

退職給付引当金  67    60

事業税  2    8

返品調整引当金  90    127

未確定経費  207    179

減損損失  10    604

繰越欠損金  1,279    1,782

その他  68    63

繰延税金資産小計  1,926    2,979

評価性引当金  △1,923    △2,975

繰延税金資産合計  2    3

繰延税金負債       

資産除去債務に対応する除去費用  22    11

その他  -    4

繰延税金負債合計  22    15

繰延税金負債の純額  19    11

  
前連結会計年度 

（平成23年11月30日） 
 

当連結会計年度 
（平成24年11月30日） 

法定実効税率 ％ 40.6   ％ 40.6

（調整）       

評価性引当金  △40.6    △40.6

住民税均等割  △2.2    △2.7

資産除去債務に対応する除去費用に係る繰延税

金負債 
 △1.4    0.9

過年度法人税等  △0.8    -

その他  0.2    △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △4.2    △2.6
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決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

 当社グループの事業は、商品内容及び製造方法ならびに顧客の種類の類似性等から判断して、区別すべき事

業セグメントの重要性が乏しいため、報告セグメントはリーバイスジーンズ事業を中心とした単一であること

から、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自  平成23年12月１日  至  平成24年11月30日） 

 当社グループの事業は、商品内容及び製造方法ならびに顧客の種類の類似性等から判断して、区別すべき事

業セグメントの重要性が乏しいため、報告セグメントはリーバイスジーンズ事業を中心とした単一であること

から、記載を省略しております。 

  

   前連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

   該当事項はありません。  

  

   当連結会計年度（自  平成23年12月１日  至  平成24年11月30日） 

   該当事項はありません。  

  

   前連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

   該当事項はありません。  

  

   当連結会計年度（自  平成23年12月１日  至  平成24年11月30日） 

   該当事項はありません。  

  

    前連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

    該当事項はありません。 

  

    当連結会計年度（自  平成23年12月１日  至  平成24年11月30日） 

    該当事項はありません。 

  

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（セグメント情報等）

a. セグメント情報

b. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

c. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

d. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

 １.関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

  （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

  ４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にありま

す。2011年11月期末における債務超過額は、165,592千米ドルです。 

  

(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその関係会社の子会社等 

   （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

       上記のとおり、期末現在において残高はありません。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目
期末残高

（百万円）

親会社 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

 373
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

直接 83.8

ライセンス

契約 

ソフトウェ

ア開発等及

び製品仕入 

役員の兼任 

ロイヤリティ

ーの支払い 
 127 未払金 1

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

 35 未払金 14

製品の仕入  22 買掛金 4

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 資本金又

は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

同一の

親会社

を持つ

会社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

 

百万米ドル 

12 投資・金

融 
－ 資金運用 

資金の貸付 

受取利息 

 

 

1,600

0
短期貸付金 －

同上 

リーバイ・ス

トラウス グ

ローバルトレ

ーディングカ

ンパニーリミ

テッド 

香港 
 

千香港ドル 

10
製品製造 － 製品仕入  製品の仕入  2,304 買掛金 572

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

 

千SGドル 

10 地域統括

管理業務 
－

製品仕入 

コンサルタ

ント業務等 

役員の兼任 

製品の仕入  362 買掛金 75

コンサルタ

ント費用等 

 

 

270 未払金 
短期リース債務

長期リース債務

25

73

36

同上 
エルヴィシ

ー・ビーヴィ 

オランダ

アムステ

ルダム 

 

千ユーロ 

90 地域統括

管理業務 
－ 製品仕入 製品の仕入  366 買掛金 80
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 ２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー（当該親会社はその発行する有価証券を金融商品取引所に上

場しておりません。） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成23年12月１日 至 平成24年11月30日） 

 １.関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

  （注）１．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

２．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

３．リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーとの「デザインサービス契約」に基づき、商品企画に関する業

務対価としての手数料を受け取っております。なお、発生した実費に手数料を加えて請求しております。 

  ４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にありま

す。2012年11月期末におきましては、当決算発表時において決算は確定しておりません。 

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目
期末残高

（百万円）

親会社 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

 373
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

直接 83.8

ライセンス

契約 

ソフトウェ

ア開発等及

び製品仕入 

製品の仕入  18 買掛金 1

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

 42 未払金 13

受取手数料  18
未収入

金 
254
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその関係会社の子会社等 

   （注）１. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

２．リーバイ・ストラウス グローバルトレーディングカンパニーⅡリミテッドとの「商品調達サポート契

約」に基づき、商品調達に関する業務対価としての手数料を受け取っております。なお、発生した実費に

手数料を加えて請求しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

定しております。 

  

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー（当該親会社はその発行する有価証券を金融商品取引所に上

場しておりません。） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 資本金又

は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

同一の親

会社を持

つ会社 

リーバイ・ス

トラウス グ

ローバルトレ

ーディングカ

ンパニーリミ

テッド 

香港 
 

千香港ドル 

10
製品製造 － 製品仕入 製品の仕入  2,560 買掛金 789

同上 

リーバイ・ス

トラウス グ

ローバルトレ

ーディングカ

ンパニーⅡリ

ミテッド 

香港 
 

千香港ドル 

10 地域統括

管理業務 
－ 生産管理  受取手数料  11 未収入金 37

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

 

千SGドル 

10 地域統括

管理業務 
－

製品仕入 

コンサルタ

ント業務等 

役員の兼任 

製品の仕入  378 買掛金 282

コンサルタ

ント費用等 

 

 

216 未収入金 
短期リース債務

28

38

同上 
エルヴィシ

ー・ビーヴィ 

オランダ

アムステ

ルダム 

 

千ユーロ 

90 地域統括

管理業務 
－ 製品仕入 製品の仕入  483 買掛金 253

（企業結合等関係）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

１株当たり純資産額 円 154.75

１株当たり当期純損失(△) 円 △55.64

１株当たり純資産額 円 110.50

１株当たり当期純損失(△) 円 △44.25

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

当期純損失(△)（百万円）  △1,609  △1,280

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失(△) 

（百万円） 
 △1,609  △1,280

期中平均株式数（株）  28,935,269  28,934,275

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年11月30日) 

当事業年度 
(平成24年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  2,205 ※1  2,587

売掛金 ※2  674 1,042

商品及び製品 1,199 1,223

原材料及び貯蔵品 0 －

前払費用 40 35

未収消費税等 18 －

未収入金 ※2  63 ※2  380

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 4,203 5,268

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,697 537

減価償却累計額 △1,586 △322

建物（純額） 1,110 215

機械及び装置 408 8

減価償却累計額 △384 △8

機械及び装置（純額） 23 0

車両運搬具 16 －

減価償却累計額 △16 －

車両運搬具（純額） 0 －

工具、器具及び備品 402 190

減価償却累計額 △276 △146

工具、器具及び備品（純額） 125 43

土地 809 131

リース資産 3 3

減価償却累計額 △0 △1

リース資産（純額） 2 1

有形固定資産合計 2,071 392

無形固定資産   

電話加入権 12 12

ソフトウエア 3 2

無形固定資産合計 15 14

投資その他の資産   

敷金及び保証金 230 194

関係会社株式 0 0

投資その他の資産合計 230 194

固定資産合計 2,317 601

資産合計 6,521 5,870
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年11月30日) 

当事業年度 
(平成24年11月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  739 ※2  1,305

未払金 ※2  326 ※2  347

未払費用 218 223

リース債務 74 39

未払法人税等 42 53

未払消費税等 － 31

預り金 91 78

返品調整引当金 222 332

資産除去債務 1 －

流動負債合計 1,716 2,412

固定負債   

リース債務 38 0

繰延税金負債 21 11

退職給付引当金 165 170

役員退職慰労引当金 23 －

資産除去債務 139 142

固定負債合計 389 324

負債合計 2,106 2,736

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金 1,541 1,541

資本剰余金合計 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △3,622 △4,904

利益剰余金合計 △2,319 △3,600

自己株式 △20 △20

株主資本合計 4,415 3,133

純資産合計 4,415 3,133

負債純資産合計 6,521 5,870
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

売上高 8,905 9,283

売上原価   

製品売上原価 ※1, ※3  4,813 ※1, ※3  4,107

支払ロイヤリティ ※3  127 －

売上原価合計 4,940 4,107

売上総利益 3,965 5,176

返品調整引当金繰入額 △171 110

差引売上総利益 4,136 5,065

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  5,487 ※2, ※3  4,786

営業利益又は営業損失（△） △1,350 278

営業外収益   

受取利息 0 0

為替差益 36 －

受取手数料 44 ※3  64

雑収入 15 5

営業外収益合計 97 70

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 － 18

営業外費用合計 0 19

経常利益又は経常損失（△） △1,253 330

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 ※4  16 ※4  0

特別退職金 185 30

減損損失 － ※6  1,562

災害による損失 ※5  4 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 183 －

特別損失合計 390 1,592

税引前当期純損失（△） △1,642 △1,262

法人税、住民税及び事業税 34 30

過年度法人税等 12 －

法人税等調整額 21 △10

法人税等合計 68 19

当期純損失（△） △1,711 △1,281
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,213 5,213

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

資本剰余金合計   

当期首残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 1,303 1,303

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 △1,911 △3,622

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △1,711 △1,281

当期変動額合計 △1,711 △1,281

当期末残高 △3,622 △4,904

利益剰余金合計   

当期首残高 △607 △2,319

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △1,711 △1,281

当期変動額合計 △1,711 △1,281

当期末残高 △2,319 △3,600

自己株式   

当期首残高 △20 △20

当期変動額   

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △20 △20
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

株主資本合計   

当期首残高 6,127 4,415

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △1,711 △1,281

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △1,711 △1,281

当期末残高 4,415 3,133

純資産合計   

当期首残高 6,127 4,415

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △1,711 △1,281

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △1,711 △1,281

当期末残高 4,415 3,133
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 該当事項はありません。  

  

  

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品及び製品、原材料及び貯蔵品は、先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法)により評価しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物        ３年～38年 

    工具、器具及び備品 ２年～20年 

 また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。  

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェア 

 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。  

(3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。   

(2）返品調整引当金 

  返品による損失に備えるため、従来の返品発生比率ならびに季節商品販売の特性等を勘案し、当事業年

度の売上高に見込まれる返品額に対する販売利益の見積額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

(5）役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当会計期間負担額を計上しております。

 なお、金額の重要性を考慮し未払費用に含めて計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権・債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益として処理し

ております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

追加情報
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※１ 担保に供している資産 

  

 上記現金及び預金は、輸入貨物取引に関連して生じる関税、消費税並びに地方消費税の延納保証の担保

に供しております。 

  

※２ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもののほか次のものがあります。 

  

 ３ 偶発債務 

債務保証 

 子会社の不動産賃貸借契約に対して債務保証をおこなっております。  

  

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額 

  

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％であります。 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

注記事項

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成23年11月30日） 
当事業年度 

（平成24年11月30日） 

現金及び預金 百万円 300 百万円 300

計  300  300

  
前事業年度 

（平成23年11月30日） 
当事業年度 

（平成24年11月30日） 

売掛金 百万円 21 百万円 -

未収入金  14  275

買掛金  43  154

未払金  15  13

前事業年度 
（平成23年11月30日） 

当事業年度 
（平成24年11月30日） 

ＬＶＣ ＪＰ株式会社 百万円 8   百万円 23

計  8 計  23

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

売上原価 百万円 △160   百万円 △113

77 77

23 23

  
前事業年度 

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

(1）給与・手当 百万円 1,951 百万円 1,669

(2）臨時社員給与  159  139

(3）退職給付費用  62  58

(4）広告宣伝費  488  537

(5）減価償却費  279  141

(6）家賃及び賃借料  674  635

(7）支払手数料  907  742

(8）貸倒引当金繰入額  -  0

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱　（9836）　平成24年11月期　決算短信（連結）

31



     ※３ 関係会社に係る注記 

  

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

  

※５  災害による損失は平成23年３月11日に発生した東日本大震災による損失を計上しております。その内訳

は次の通りであります。 

  

※６ 減損損失の内訳は次のとおりです。 

 当社は、以下のとおり減損損失を計上いたしました。 

（１）減損損失を認識した資産  

土地、建物等平塚配送センター所在の有形固定資産 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

当該配送センターの外部倉庫への移転決定に基づき、関連資産の回収可能性が著しく低下したと判断

して減損損失を認識いたしました。 

（３）減損損失の金額  

（４）資産のグルーピングの方法 

内部管理上採用しているキャッシュ・フローを生成する事業区分を基礎として資産のグルーピングを

行っております。 

（５）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、売却予定価額を基に算定しております。  

前事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

支払ロイヤリティー 百万円 127   百万円 -

仕入高  231    334

ソフトウェア開発費等  35    42

受取手数料  -    18

前事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

建物 百万円 4   百万円 0

車両運搬具  -    0

器具備品  4    0

ソフトウェア  7    -

計  16    0

前事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

災害復旧費用 百万円 4   百万円 -

計  4    -

土地 百万円677

建物 百万円804

その他資産 百万円80

計 百万円1,562
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前事業年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

当事業年度（自 平成23年12月１日 至 平成24年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

 主として、コピー機（工具、器具及び備品）であります。 

（イ）無形固定資産 

 ソフトウエアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 子会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  15,435  2,290  －  17,725

合計  15,435  2,290  －  17,725

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  17,725  －  －  17,725

合計  17,725  －  －  17,725

（リース取引関係）

（有価証券関係）
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する

連結会計年度から法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から38.0％、復興特別法人税適用期間終了後は35.6％に変更さ

れます。 

 この税率変更による影響額は軽微であります。  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成23年11月30日） 
 

当事業年度 
（平成24年11月30日） 

繰延税金資産       

たな卸資産評価損 百万円101   百万円52

ソフトウェア  28    19

広告宣伝費用  34    46

未払賞与  32    33

退職給付引当金  67    60

事業税  3    7

返品調整引当金  90    126

未確定経費  207    178

減損損失  10    604

繰越欠損金  1,279    1,782

その他  67    62

繰延税金資産小計  1,923    2,975

評価性引当金  △1,923    △2,975

繰延税金資産合計  -    -

繰延税金負債       

資産除去債務に対応する除去費用  21    11

繰延税金負債合計  21    11

繰延税金負債の純額  21    11

  
前事業年度 

（平成23年11月30日） 
 

当事業年度 
（平成24年11月30日） 

法定実効税率 ％ 40.6   ％ 40.6

（調整）       

評価性引当金  △40.6    △40.6

住民税均等割  △2.1    △2.6

資産除去債務に対応する除去費用に係る繰延税

金負債 
 △1.3    0.9

過年度法人税等  △0.8    -

その他  -    0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △4.2    △1.5
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決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。  

  

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

  

（資産除去債務関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

１株当たり純資産額 円 152.60

１株当たり当期純損失(△) 円 △59.15

１株当たり純資産額 円 108.29

１株当たり当期純損失(△) 円 △44.30

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年11月30日） 

当期純損失(△)（百万円）  △1,711  △1,281

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失(△) 

（百万円） 
 △1,711  △1,281

期中平均株式数（株）  28,935,269  28,934,275

（重要な後発事象）
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(1）品目別販売実績 

（2）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ② その他の役員の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ③ 事業年度中に退任した役員 

   取締役 アーロン・ボエイ   退任日（平成24年11月24日） 退任事由（辞任） 

  

６．その他

品目 
前期 当期 

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 

メンズボトムス   千本 1,363  6,139   千本 1,426  7,080

レディースボトムス 千本 448  1,557 千本 342  1,354

メンズトップス   千枚 537  1,209   千枚 335  947

レディーストップス 千枚 161  281 千枚 93  231

その他 千本 1  2 千本 0  0

合計  －  9,190  －  9,613
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